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都市における公共交通整備の経緯１
○明治以降、都市の幹線道路は市街鉄道（路面電車）の敷設を意
　識して、計画・整備が進められ、大都市圏だけでなく、地方都市圏
　においても路面電車が都市交通の主役となった。

○その後、モーターリゼーションの進展に伴い、道路混雑の激化、
　道路空間の制約、利用者の減少などによって、路面電車は廃止さ
　れ、輸送量の多い路線は地下鉄に、少ない路線はバス路線に置
　き換えが進んだ。
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■　公共交通機関と自動車保有
　台数の推移



都市における公共交通整備の経緯２
○一層のモーターリゼーションが進展し、道路の空間制約を受けな
　い地下鉄は発達したが、道路混雑の影響を受けるバスは、利用　
　者の減少もあって、営業延長を縮小。

○バスで輸送力が不足する路線については、道路空間を立体的利
　用するモノレール、新交通の整備が道路整備の一環として行われ
　ている。

■　自動車保有台数等の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　乗合バスの輸送量の推移（含高速バス）
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都市における交通手段分担
○都市における交通手段分担は、三大都市圏、地方都市圏ともに
　徒歩が減少し、自動車利用が増加傾向にある。

○鉄道利用は、東京都市圏や北部九州都市圏等では増加傾向に
　あるが、バス市電は全国的に減少。

■　代表交通手段構成の推移
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出典：各都市圏パーソントリップ調査
　3

注）代表交通手段：人の移動がいくつかの交通手段で成り立っているとき、この移動で
　　利用した主な交通手段を言う。代表交通手段の集計上の優先順位は、鉄道→バス
　　→自動車→二輪車→徒歩の順。

三大都市圏

地方都市圏

全　　国



東京の都市構造と交通手段分担
○東京は世界の主要都市に比べて、中心部の夜間人口密度が低
　い一方で、昼間就業人口密度が極めて高く、中心部に多量の通　
　勤交通が流入する都市構造。

○東京は鉄道・地下鉄のストックも多く、サービスレベルが高いこと
　から、その利用率も高く、公共交通機関が都市交通の中で大きな
　役割を担う。

■　交通手段別の移動の国際比較　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　東京とニューヨークの駅密度の比較

　4出典：森ビルＨＰ



公共交通機関の整備（これまでの取り組み）

○昭和４９年度に都市モノレールのインフラ補助が創設され、道路　
　整備の一環として公共交通整備を実施。

○昭和５０年度には、新交通システムも補助対象に。

○平成９年度には、路面電車の走行空間整備も補助対象となった
　が、導入空間の確保等が障害になって、整備が進んでいない。

■　新交通システムの整備効果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　路面電車の延伸の例（豊橋市）　　　
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←事業後

事業前→



公共交通機関の支援（これまでの取り組み）
○都市鉄道の輸送力の大幅な増強のために、複々線化が行われ　
　てきた。しかしながら、踏切を残置したままで、複々線化すること　
　は困難なことから、多くが踏切を除却する連続立体交差事業と併
　せて実施。

○郊外鉄道と地下鉄の相互乗り入れの多くも、連続立体交差事業
　によって実現。

■　線増（複線化、複々線化）による運行本数の増加と混雑の解消　　　　　　　　　　　　■　相互乗り入れを可能とした連続立体交差事業
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公共交通機関の支援（これまでの取り組み）
○公共交通の利便性の向上のためには、乗り換えの快適・容易に
　することが重要で、駅前広場や自転車駐車場整備などを実施。

○地下鉄などの駅周辺において、道路の立体横断施設とコンコー　
　スを一体的に整備することによって、駅の利便性や快適性を向上。

■　鉄道についての要望　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　交通結節点対策の例（北九州市小倉駅前）
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公共交通に関する考え方（論点と対応案）

論点１：鉄道等の公共交通機関との適切な役割分担を考慮し
　　　た「インターモーダルな総合的交通システム」の構築
　　　を目指すべきではないか。

　対応案　

都市内の円滑なモビリティが確保されるよう、公共交通機関や
自動車などの各種交通手段が十分に機能を発揮し、移動の連
続性が保証された都市交通体系の整備に積極的に取り組む。
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公共交通に関する考え方（論点と対応案）

論点２：自動車利用抑制策として、公共交通整備を促進
　　　すべきではないか。

　

　対応案　

都市活動や輸送の密度に応じて、環境制約の中で適切な交
通手段分担が実現するよう、公共交通の整備を実施。
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